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２０１２年度 学校法人修道学園 事業計画 
 

＜法人本部＞ 

主要項目 具体策 実施月 

          

Ⅰ 人事・給与制度の整備      

1 給与制度の整備 大学部の給与制度の問題点を整理し、あるべき方向性を研

究する。 

年度内 

2 人事考課制度の改善 ・大学部の人事考課制度の改善をはかる。 

・中高部の新人事考課制度の運用を注視する。 

年度内 

3 定年制の検討 大学部は職員、中高部は教職員を対象に、６５歳定年に向け

た定年制を研究する。 

年度内 

         

Ⅱ 資産の運用 ・運用目標１０億円。 

・中高部は運用額 ０円の予定。 

年度内 

         

Ⅲ 施設の整備 大学部 

 ・新３号館・第２期外周道路の着工 

4月 

     ・インターナショナルハウスの土地取得及び円滑な運用 5月 

     ・教職員住宅跡地・己斐学生寮跡地の売却 年度内 

    中高部 

 ・修道学問所（御三の蔵）の復元 

 

11月 

        

Ⅳ 寄付金募集 大学部 

 ・６０周年に合わせ寄付金を募集する 

 

年度内 
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２０１２年度 学校法人修道学園  事業計画 
＜大学部＞ 

主要項目 具体策 実施月 

Ⅰ キャンパスマスタープラン      

1 新 3号館・第２期外周道路

の着工 

4月に外周道路の建設を始め、3号館は 8月に解体、その後

建設工事に着工する。 

4月 

2 8号館の基本計画・基本設

計 

仕様を決定し設計業者と協議し基本設計を終える。 3月 

3 食堂棟の改修計画 学生などの意見を聴取し、改修計画に反映する。 3月 

4 長期計画の策定 ① 2015年度以降の校舎建替計画の原案を策定する。 3月 

   ② 中長期財政計画を見直し、基本金組み入れ計画を策定

する。可能であれば、2012年度補正予算で組み入れを

開始する。 

3月 

Ⅱ 教育力の向上      

1 学士課程教育の充実、学

習環境の改善 
    

(1) 学習支援センターの充実 8号館建設計画に伴う学習支援センターの拡充・整備計画を

検討する。 

年間 

(2) カリキュラムの検証と改善 カリキュラムの改正時期や方針を審議・決定する。 年間 

(3) 学年暦・時間割の検討 建物建替え計画に対応して検討していく。 7月 

(4) 学習カルテ、ポートフォリオ

の運用・検証 

① 修大ポートフォリオ（ShuP）を検証し、活用を推進する。 年間 

   ② 学習カルテシステムを導入して運用・検証を行う。 年間 

(5) 机・椅子・AV機器の更新 計画的に教室の机・椅子・機器類を更新し教室環境を整え

る。 

8～9月 

(6) グローバル人材コースの検

討 

グローバル人材（仮称）を育成するコースを全学またはいくつ

かの学部にまたがって設置する案を検討する。 

年間 

(7) チューター機能の充実 各学部と教務部などが連携しながら単位僅少者に対する教育

支援を充実する。 

年間 

(8) 履修抽選システムの検証 教養科目の履修抽選システムを検証する。 4、9月 

(9) GPA制度の導入 新教学システムの導入に合わせて、GPA制度の漸進的導入と

定着に取り組む。 

年間 

(10) 資格取得支援体制の見直

し 

資格取得支援の方法と体制を検討・整理する。 7月 
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主要項目 具体策 実施月 

２ 大学院教育・研究支援体

制の充実 
    

(1) 大学院のあり方の検討 各研究科の実態調査をして課題を抽出し、それを基に各研究

科で課題の解決策を検討する。 

9月 

(2) 大学院の研究環境･教育

環境の充実 

新 3号館の大学院研究室の備品等を整備する。 7月 

(3) 研究支援体制の充実 科研費の間接経費の使途及び手続等を見直し、経費の執行

をしていく。 

年間 

３ 情報環境の改善      

(1) 情報セキュリティの向上 部局の情報セキュリティポリシー関連規程を整備し情報資産

の管理体制を検討する。 

年間 

４ FD・SDの充実      

(1) ワークショップ型、問題発

見型研修 

第 2回「修道力フォーラム」を 7月 31日(火)午後に開催する。 7月 

(2) FD・SD委員会の設置 ① FD委員会を改組し、事務部局の教育力向上、職員の教

育力向上及び業務改善の推進を目的に加えた委員会の

設置を検討する。 

3月 

   ② 規程を整備する。   

(3) 恒常的な授業公開の奨励 2011年度に見直した全学対象に募集し公開する方法を検証

し、発展・充実させる。 

前・後期 

(4) 授業アンケートの効果的な

実施と活用 

実施科目数を精選するなど、実施効果と効率化の両立に向け

て検討を加えていく。 

年間 

(5) 学習成果の評価方法の検

討の奨励・支援 

① 「教育成果指標の開発支援」事業の取組グループによる

報告をもとに開発を推進する。 

年間 

   ② ディプロマ・ポリシーに反映するために成果指標のあり方

を検討する。FD・SD研修とも関連づけていく。 

  

        

Ⅲ 学生の主体的取り組み

への支援 

    

1 「熟議」の実施 ① 文部科学省との共催事業の「熟議」において、地域と連

携したプロジェクトに取り組む。 

年間 

   ② 報告会で成果を共有する。   

2 インターンシップの充実 課題を洗い出し、アンケート調査の準備をする。 10月 

3 キャリア形成支援の充実 キャリア教育の取組内容を、新規事業支援にあわせ見直して

取り組む。 

12月 

4 海外留学プログラム・スカラ

シップ等の点検 

① 交換留学の派遣学生を受入相当数に見合う人数に増加

する方策（例えば TOEFLの高得点者数の増加策）を検

討する。 

3月 
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主要項目 具体策 実施月 

   ② スカラシップおよび学費減免制度を点検して課題を洗い

出し、アンケート調査を準備する。 

  

5 サークル活動の支援 ① サークルへ教職員顧問の就任を推進する。 年間 

   ② サークル活動に必要な研修体制を検討する。   

6 学生活動支援（ピア・カウン

ター含）の取り組み 

① 学生活動支援連絡会を立ち上げる。 年間 

  ② 学習支援、学生募集、キャリア支援学生の枠組みを整備

する。 

  

   ③ ボランティア・カウンターの設置を検討する。   

   ④ ラーニング・クーポン（キャリア形成スカラシップ）の検討   

7 図書館利用の促進 ピアサポート活動を充実する。 年間 

Ⅳ 連携の推進      

1 高校との連携の強化 遠隔授業を実施（前期 1回・後期 1回）する。 6月・10月 

2 大学との連携 ① フラワーフェスティバルへ参加する。 5月 

   ② 広島市立大学との遠隔連携授業を実施する。 前・後期 

3 地域社会との連携 商工会議所と合同シンポジウムを開催する。 10 または 11

月 

4 同窓会との連携 卒業生の住所を掌握する体制を検討する。 年間 

5 後援会事業の推進 教育懇談会の充実のため、保証人アンケートを実施し丁寧な

懇談会ができるよう運営形態を見直す。 

年間 

        

Ⅴ 安全・安心のキャンパス

づくり 

    

1 学内禁煙体制に向けた取

り組み 

講演会を実施し禁煙教育を充実する。 10月 

2 セキュリティ向上への対応 防災体制の整備の一環で、全学的な防災訓練を実施する。 6月 

        

Ⅵ 持続的成長に向けて      

1 組織機構の検討 学科・専攻・グループ制度の業務内容等現状を調査する。 年間 

2 教職員の高齢化への対応 教職員の高齢化に対応した人事政策を検討する。 年間 

3 教職員の顕彰 表彰制度の実施要項を作り表彰を実施する。 11月 
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主要項目 具体策 実施月 

4 就労環境の整備 現在の人事 WEBサービスを用いて、既存の人事・給与システ

ムに連動可能な勤怠・就労システムを導入する。 

1月 

5 自己点検・評価体制の充

実 

① 認証評価結果を公表する。 5月 

 ② 大学基準協会の指摘事項に対応する。 3月 

   ③ 法務研究科自己点検・評価報告書を作成し大学基準協

会への申請に向け準備する。 

3月 

   ④ 入試、広報、就職、学生活動支援の点検評価を実施す

る。 

10月 

6 法務研究科のあり方の検

討に向けて 

2011年度策定の方針に基づき引き続き検討する。 年間 

7 学部の入学者数の確保、

定員管理の適正化 

実施する入試制度の点検と評価を実施する。 年間 

       

8 省エネルギー化の推進 省エネルギー推進チームで省エネルギー・節電を検討・実施

する。 

3月 

9 諸納付金納入に関する納

付期限等運用の検討 

入学金、在学生の諸納付金の実質的な納入期限の見直し、

諸納付金納入規程の改正および手続要領の作成を検討す

る。 

6月 

10 貸与奨学金徴収不能額へ

の対応 

これまで徴収不能となっている奨学金の返還・督促等の措置

をとる。 

3月 

11 教育研究用予算の見直し 学部予算・学科予算・ユニーク予算の内容等を整理する。 8月 

12 広報の強化策を検討 ① テレビ CM枠の実施計画案を作成する。 5月､8月 

   ② 全学的に統一した広報展開に取り組む。 年間 

13 周年事業の実施 ① 60周年フォーラムを開催 11月 

   ② 60周年記念インターンシップ連絡会を開催 後期 

    ③ 人間環境学部 10周年記念事業を開催 10月 

     

     

     

     

     

     

 



6 

 

２０１２年度 学校法人修道学園 事業計画 

<中高部> 

  【教員の部】 

１．中高部の全体目標 

  大学進学実績を向上させる。 

  （東京大学２０名以上、難関国公立大学６０名以上、国公立大学医学部２０名以上） 

 

２．全体目標に関する各部署の重点目標と具体的施策 

 担当部署           重点目標            具体的施策 

校長 

 

 

大学進学実績を向上させるために、

教員個々人の業務実態を把握し、教

育環境の最適化を図る。 

年度当初に教員全員と面接を行い、本校の事業計

画の遂行と教員個々人の業務との関連性を検証す

る。 

中学教頭 

  

 

 

６年後の「大学進学実績の向上」 

「東大合格者数２０名以上」を目標

とした戦略的広報活動を展開する。 

本校中学入試の上位３００位以内の入学率を向上

させるために、地元進学塾に対するアプローチ方

法を改善・強化する。 

高校教頭 

  

 

 

 

 

各学年、部署が行う進学実績向上に

つながる取り組み、指導に対するサ

ポートを強化する。 

 

 

 

学年主任、教科主任、部長等と細やかに連絡を取

りながら、その学年の特徴に応じた取り組み、お

よび生徒への対応方法について具体的に考えてい

くとともに、現場で指導する教員の志気が下がら

ないよう、環境整備に心がける。 

教頭補佐 

  

 

 

 

 

 

「東大に20名合格させる」進学校に

なるという最重要課題を達成する

ための各部、各教科、各学年の具体

的な取り組みへの助言、サポート、

検証を通して、教職員全体の意識改

革を積極的に進める。 

３年から５年のスパンで「戦略的な人事構想」を

作成し、教職員に明示すると同時に、中核になる

教職員の意識改革や 

研修を行う。 

進路部 

 

 

 

 

 

東大「志望者」を増やす。（６年時

に４０～５０人の「志望者」、最終

的に現役３０人以上の出願者、３～

６年間の継続が、現浪併せて２０名

合格の必要条件。） 

中高６年を見通した校外模試実施計画を策定し、

「東大を狙うことのできるポジション」にあるこ

とを多くの生徒に自覚させる。 

生徒部 

 

 

 

 

 

修道生の絆と自己肯定感を育み、自

己実現に向けた自発的な学習態度

を向上させる。 

 

 

 

挨拶運動と遅刻・下校指導を有機的にリンクさせ

、生徒が挨拶と時間遵守の大切さを自覚し、活気

とメリハリのある学校生活を送ることで修道生の

絆と誇りを深め、生徒が自己実現に向け自信をも

って東大を受験する環境を整える。 
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           重点目標             具体的施策 

教務部 

 

授業・家庭学習の充実を図り、学習

の質の向上を目指す。  

教務から教員全体に対して勉強に関する指導目標

のメッセージを発信する。 

育成部 

 

 

 

生徒の知的好奇心を刺激し、生徒各

自がさまざまな情報を入手できる

環境整備を行っていく。 

図書館書籍の広報活動に力を入れ，生徒の読書活

動を支援していく。 

第１学年 

 

 

 

 

これから始まる修道での生活に対

応できるための、『生活力』をつけ

る。 

 

 

基本的生活習慣を確立させ、中学生として当然や

るべきことを当たり前にできるように指導してい

き、その上で修道が求められている学力を身につ

けさせる。 

第２学年 

 

 

 

学習習慣の確立をはかり、真摯かつ

前向きな授業態度の育成、および課

題提出等における自発的意志の育

成を行う。 

校外模試を意識した学習の到達目標を設定し、日

々の全テスト科目での復習テストの実施，主要科

目におけるテストごとの復習課題設定などを行う

。 

第３学年 

 

 

 

学習することの目的をとらえ直し、

生徒各自に自らの進路を意識させ

ることで、学ぶ集団としての成長を

目指す。 

進路講演会を実施し、ＬＨＲ等の場を通じて本校

で学ぶことの社会的な意味を考えさせ、基礎学力

の充実に主体性をもって取り組ませる。 

第４学年 

 

文理選択を端緒に、進路意識を高 

め、学習意欲を向上させる。 

進路講演会を実施し、ＬＨＲにおける進路学習を

充実させる。 

第５学年 

 

 

 

 

生徒の進路意識を高揚させ、「基礎

学力の充実」と「苦手科目の克服」

に重点を置いた学習指導を徹底す

る。 

 

授業重視の姿勢をより鮮明にするとともに、「い

つまでに何をすべきか」を具体的に提示しながら

、主体的な学習を促していく。英語の“Day By Da

y”と 

“朝学”は継続実施する。 

第６学年 

 

 

 

生徒個々が持つ力(人間として生き

ていく力)をより引き出してくれる

大学へ現役で進学させる。 

 

担任が面談を通じて生徒が持つセルフイメージを

打破するとともに、学年として生徒どうしが互い

に向上しあえる環境を構築する。 

国語科 

 

 

古典の基礎学力の向上とともに、古

典の高度な読解力を習得する。 

 

月例テストでは基礎知識の習得に重点を置いた出

題をし、定期テストでは難易度の高い文章を多く

出題する。 

社会科 

 

 

 

小教科を超えた、授業内・授業外 

(論述指導など)の教科指導の方法

論・指導実践の情報を共有する。 

伝達事項は校内メールなどを使い、教科会を議論

の場とする方向で運営する。 
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           重点目標             具体的施策 

数学科 

 

基礎学力を確立させ、学習意欲を向

上させる。 

学力の向上を図るために、既習内容の復習のさせ

方を模索し、検討をする。 

理科 

【物理】 

 

 

より高い学力を目指す意欲を引き

出す。 

 

 

物理の基礎である力学に十分な時間を配分し，ド

リルを含む学習活動と、それに伴う成果から、効

果的な学習スタイルを身につけさせる。 

理科 

【化学】 

 

 

 

難関大学受験に対応できる高い水

準の学力構築を目指し、東大志望者

を対象とした学習会を含めたカリ

キュラムを、体系的に整備する。 

中３時後期から高校教材を用いることにより、高

校３年６月に教科書を終了さ 

せ、問題演習時間を確保するとともに、３年後の

新課程大学入試に向けてもカリキュラムの整備を

行う。 

理科 

【生物】 

 

 

『自然に生きる生物』から、『学問

としての生物』までの興味を喚起す

る。 

 

断片的な知識の詰め込みに終わらないよう、関連

する事項と常につなげながらトータル的な視点で

理解させる授業を展開する。 

理科 

【地学】 

 

 

センター試験受験者の内、成績が中

・下位層の者を底上げし、集団の質

的向上を図る。 

 

５年、６年の補習などの時間も有効に活用して授

業内容を５年の内に終了し、６年の早い段階から

復習・問題演習に入ることを目指す。 

英語科 

 

 

高校新課程への対応を含めて、中級

での実力を底上げする。 

 

高校新課程初年度に当たる３年生のシラバスを根

本から作り直し、生徒の学習意欲をこれまで以上

に喚起する。 

芸術・技術・

家庭科 

 

 

 

「感性」と「価値観」を育てること

を中心に据えた授業展開を目指し、

自らモチベーションを高めること

ができるような生徒を育成する。 

成長段階に応じた知的好奇心をくすぐる授業内容

・展開を工夫し、練習・作業過程に対する完成度

や達成感の違いを体感させる。 

 

保健体育科 

 

 

 

日常のあらゆる活動の基本となる、

軸のしっかりした身体を育成する。 

 

全ての学年で、体育授業の開始5分間、体幹（イン

ナーマッスル）を中心としたトレーニングを通年

実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



9 

 

  【職員の部】 

 

主要項目 具体策 実施月 

◆教職員の能力開発と

 業務改善 

(1) 新人事考課制度の

  実施 

新人事考課制度の実施による事務

組織の活性化及び個人の能力のレ

ベルアップを図る。 

 

年間 

 

 

 

(2) 年金支給開始年齢

  引き上げに伴う、 

  定年年齢の引き上

  げ 

広島県の動向を踏まえ、制度化に向

けて検討する。 

 

 

年間 

 

 

 

(3) 事務組織の活性化 業務の見直しと公平化を図る。 年間 

◆教育環境整備 

(1)  財政計画の検証 

 

中長期の財政計画を検証すると共

に、併せて財政健全化に向けての諸

施策を検討する。 

 

年間 

 

(2) 御三の蔵復元工事

の実施 

御三の蔵復元に伴う具体的な実施

計画の策定及びその実施。 

11月 

 

(3) PC教室整備計画  

  の検討 

耐用年数を迎えるPC教室のサーバ

等の機器の取替検討。 

12月 

 

(4) 空調機器の取替更

   新 

 

老朽化の著しい本館空調機器の取

替更新を行い、環境整備と省エネル

ギーを図る。 

12月 

 

 

(5) メンタルヘルス向

   上に向けての取組 

 

教職員に対するメンタルヘルス研

修会等の実施と復帰プログラムの

作成、実施。 

年間 

 

 

(6) ハラスメント防止

   規定の見直し 

ハラスメント防止の関連規程を見

直し、整備に向けて検討する。 

年間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


